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科学的合理性のあるスポーツ教育に向けて
―TQC（トータルクオリティコントロール）の導入事例―
　近年、スポーツ教育における非
合理的な指導が問題視されてい
る。学生と指導者双方にとって不
利益な事態を招いた原因の 1 つ
に、従来のスポーツ教育は指導者
の経験則によるところが大きかっ
たことが挙げられている。我が国
のスポーツ教育において、豊富
な経験とスキルをもつ指導者の貢
献度は高く、これまで国内外の各
種大会で好成績をおさめる選手を
多数輩出してきたことがそれを物
語っている。しかしながら、従来
のスポーツ教育は指導者の裁量に
委ねられるところが大きく、客観
性や合理性は必ずしも担保されて
いないとの指摘がある。この点は、
今後のスポーツ教育を考える上で
克服すべき課題と考えられる。
　本稿では、スポーツ教育が抱え
る課題の解決策を考える上での参
考例として、1930 年に設立された
「航空研究会」を祖とする慶應義
塾体育会航空部 1）での取組みを
紹介する。当部では、我が国の民
間企業で広く取り入れられている
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TQC（トータルクオリティコント
ロール）を採用している。TQC は
「企業・組織における経営の“質”
向上に貢献する管理技術、経営手
法」と定義づけられており2）、企
業・組織におけるすべての人が、
すべての部門で、すべての段階で
品質管理に関与することが特徴で
ある。TQC の作業フローは Plan
（計画）―Do（実行）―Check（評
価）―Act（改善）という PDCA
サイクルから成り、このサイクル
は工業製品の製造からサービス
業、医療や学校教育など様々な現
場で積極的に導入が進められてい
る。高等教育においては、中央教
育審議会が 2008 年に答申した「学
士課程教育の構築に向けて」の中
で、大学の自己点検・評価におけ
る PDCA サイクルの強化が唱え
られている3）。文部科学省が 2012
年 6 月に打ち出した「大学改革実
行プラン」においても、2 つの大
きな柱、すなわち「激しく変化す
る社会における大学の機能の再構
築」と「大学のガバナンスの充実・
強化」の実現に向けて PDCA サイ
クルを展開することが明記されて
いる4）。
　慶應義塾体育会航空部の事例で
は、TQC がグライダースポーツ
の教育に有効なことが示されてい
る。それは、当部が数々の競技会
で個人・団体の全国優勝を成し遂
げていることと1）、深刻な事故が
皆無であることからうかがえる。
　グライダースポーツは特殊なス
ポーツと捉えられがちだが、日々
の訓練や練習によって身体を鍛錬
し、判断力を磨き、技能を競うとい
うスポーツの本質を鑑みると、そ
の他の一般的なスポーツと何ら変
わりはない。ゆえに、本稿で紹介
するグライダースポーツ教育での
TQC は、スポーツ教育全般におい
ても科学的合理性のある手法とし
て適用が可能だと考えられる。以
下では、慶應義塾体育会航空部の
事例を交えながら、スポーツ教育
における TQC の有効性について
述べる。
1 はじめに
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るためには、長年の海外ビジネス
業務において体得した TQC が有
効だと考えて導入した。吉田氏
が TQC を導入した当初は、学生
部員の戸惑いが大きく、円滑な運
用にはほど遠かった。その後、吉
田氏は TQC の作業フローである
PDCA サイクルの実施について
試行錯誤を重ね、数年かけて日常
的に TQC を運用できる体制を整
えた。「TQC を浸透させた」と言
えるようになったのは、TQC の
導入から 2 度目の学部卒業生を送
り出した後、すなわち 8 年ほど後
　2. で示したように、グライダー
スポーツの成立要件は多岐に渡っ
ているため、その教育指導におい
ては課題を抱えていることが多々
ある。それは、創部 80 年を超え
る伝統と歴史があり、平成世代だ
けでも約 100 名の卒業生を輩出し
てきた慶應義塾体育会航空部でも
例外ではなかった。
　当部に TQC が導入されたの
は、1988 年以降である。当時の
監督だった吉田正克氏（2013 年
現在、総監督）が、それまでのグ
ライダースポーツ教育を改善す
のことである。
　TQC の導入から 25 年経った
2013 年現在、当部の学生部員は
大学生 27 人と高校生 4 人である。
これら部員、監督と OB の教官
コーチの全員が参加する TQC 活
動として、当部全体の活動に対す
る運営管理のための PDCA サイ
クルが廻っていると共に、個々の
学生部員の活動に対する運営管理
のために個人単位での PDCA サ
イクルが廻り、当部における活動
全般が運営管理されている。以下
では、慶應義塾体育会航空部での
　学生グライダースポーツは、全
国 60 余校の大学、高校が加盟す
る公益財団法人日本学生航空連盟
で組織されている。各加盟校は、
東北、関東、関西東海、西部（九
州）の各地域で運営される滑空場
において、日々の飛行訓練を行っ
ている。航空に関しては全くの初
心者である大学 1 年生の部員に、
グライダー操縦の基礎とそれに関
する必要な知識を教えると共に、
複座機を使用して教官が同乗しマ
ンツーマンの飛行訓練を行う。多
くの場合、航空部の卒業生（OB）
が飛行訓練を指導している。その
後、単独飛行（ソロフライト）、
滞空飛行（ソアリング）、野外飛
行（クロスカントリーフライト）
など、徐々に飛行のレベルを上げ
るべく、学生部員は訓練と練習を
重ねる。多くの場合、学生部員が
大学 3～4 年生になると、全日本
学生選手権や学校間の対抗戦など
に母校の栄誉を担って出場する。
　グライダースポーツでは、以下
①～⑨の事項全てが満たされるよ
う要求される。それらの事項は、
①の全体計画作成から、②～⑦に
おける専門的技能の習熟と基盤整
備、⑧と⑨における組織内の人・
設備・業務の管理まで、多岐に
渡っている。しかしながら、グラ
イダーという専門性や規模の大小
はあるにせよ、これらの事項は一
般の企業経営と共通する。
①部全体の訓練計画の作成
②機体、機材の整備
③車両動力の整備：曳航用ウイン
チ、曳航索リトリーブ用車両、
グライダー運搬用トレーラー、
牽引兼機材運搬車等の整備
④無線の整備：VHF（超短波、周
波数 30～300 MHz の電波）、お
よびグライダー専用の HF 無線
の整備、日本の空を飛行するあ
らゆる航空機および管制機関と
の交信
⑤気象の把握：日々の天気図と気
象情報の取得、およびそれに基
づく訓練計画の作成
⑥機材の整備：飛行計器、GPS、
記録用写真機、訓練に必要な諸
機材の整備
⑦航空法、電波法への対応：各種
の許可証・証明の取得（縦練習
許可証、自家用操縦士技能証明、
航空機操縦教育証明、耐空検査
証明、航空無線通信士、航空特
殊無線通信士、無線局登録等）、
機体定時点検、無線機定時点検、
空域調整、地方航空局への日々
フライトプランや訓練計画書の
提出等
⑧日常生活管理：宿舎の 4S −整
理・整頓・清掃・清潔、学生の
健康管理や休養の設定
⑨経理業務・総務：月次決算、各
種費用や保険の付与確認（訓
練費、生活費、部員航空保険、
傷害保険）、部全体・個人別の
日々の飛行訓練記録の整理と航
空日誌への記入、母校体育会・
OB・関係団体への事務連絡や
報告、滑空スポーツ記章の登録
申請等
3 慶應義塾体育会航空部での取組み
2 学生グライダースポーツの特徴と要件
科 学 技 術 動 向　2013年 3・4月号
48
図表 1　2013 年 1 月 30 日　ヘッド会議事次第
図表 2　訓練風景
提供：吉田正克氏
提供：吉田正克氏
各 PDCA サイクルを概説すると
共に、TQC の効果と今後の課題
について述べる。
3-1
部全体のPDCAサイクル
　部全体の PDCA サイクルは、
年間の大目標の設定を起点とする
（Plan、計画）。3 つの大目標、す
なわち① 5 冠達成（全日本グラ
イダー選手権大会、早慶戦、全
国新人戦、六大学対抗戦、関東学
生選手権の制覇）、②部の健全な
財務運営、③安全第一のオペレー
ション、の達成に向けて日々活動
する（Do、実行）。それらの活動
は、“ヘッド会”において報告さ
れる。一般企業の役員会に相当す
る“ヘッド会”は、監督、OB の
教官コーチと上級生部員によって
構成され、学生部員が作成した各
種の報告管理資料に基づいて以下
の作業が行われている。
・当月の実績報告、反省点の抽出
（Check、評価）と改善策の立
案（Act、改善）。これらの作
業は、前月に作成した運営計画
に沿って実施。
・翌月の運営計画作成。
　図表 1 に、ヘッド会の 1 例を挙
げる。種々の報告がなされている
が、特筆すべき点は、合宿訓練の
計画や報告、全国大会の出場計画
はもとより、財務報告に至るまで
学生部員自らが資料を作成してい
ることである。これらの作業は、
学生部員に自主性・自立性や判断
力・企画力を身に付けさせると共
に、基本的な経営管理手法を学ば
せることを狙いとする。また、ヘッ
ド会に上級生部員を参加させるこ
とにより、部員にリーダーシップ
を学ばせている。
3-2
学生部員個人の
PDCAサイクル
　一方、実際の飛行訓練において
は、訓練全般を統括する飛行指揮
所（ピスト）を軸として、学生部
員個人単位での PDCA サイクル
が廻っている。ピストはグライ
ダーの発航管理や離着陸の管制指
示を行う責任者以下 4 名で構成さ
れており、このチームワークが効
率的・効果的な飛行訓練を行うた
めのキーになっている。学生部員
は、2．①で示した部全体の訓練
計画における自分自身の、飛行計
画（Plan、計画）、飛行記録（Do、
実行）、飛行後の反省点（Check、
評価）をピストに報告し、ピスト
から改善のための指導を受け、次
回につなげている（Act、改善）（図
表 2）。学生部員は、自ら PDCA
のサイクルを廻すことによって自
主性や自立性を身に
付けることが可能で
あり、また、グライ
ダーパイロットとし
ての技能向上の経過
を自身で確認できる。
加えて、ピストでの
チームワークが、学生
部員のコミュニケー
ション力やコーディ
ネーション力の涵養
に役立っている。
3-3
TQCの効果
　3–1、3–2 で示した TQC 活動に
よって、慶應義塾体育会航空部で
は部全体および学生部員個人のレ
ベルで活動が改善され、競技会
で良好な成績を収められるように
なった。加えて、学生部員の自主
性や自立性、判断力や企画力、コ
ミュニケーション力やコーディ
ネーション力などが総合的に向上
した。以下に TQC 導入後の具体
的変化を列記するが、大学 4 年
生の部員が早期に就職内定を獲得
できるようになったことを鑑みて
も、当部での活動を通じて学生部
員が高い資質能力を身に付けたと
言えよう。
TQC を導入した後の変化
―部全体―
・全日本学生グライダー競技選手
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　1. で述べたように、グライダー
スポーツと一般的なスポーツとで
本質的な違いはないことから、慶
應義塾体育会航空部が取り入れて
いる TQC はスポーツ教育全般へ
適用することが可能だと考えられ
る。これからのスポーツ教育は、
従来のように指導者の経験やスキ
ルに偏重しすぎることなく、科学
的合理性がある教育指導法を導入
するべきであり、TQC はその有
効な手法として検討に値する。
　日本政府の教育再生実行会議で
は、2013 年 2 月 26 日に公表した
第一次提言の中で「体罰禁止の徹
底と、子どもの意欲を引き出し、
成長を促す部活動指導ガイドライ
ンの策定」を唱えており5）、この
提言を受けて、文部科学省では部
活動指導のガイドラインを策定す
るための検討を 2013 年 3 月に開
始した6）。慶應義塾体育会航空部
の例で見られるように、今後の課
題はあるものの、TQC による教
育指導は学生のスポーツの技能を
向上させるだけではなく、自主性
や自立性、判断力や企画力、コミュ
ニケーション力やコーディネー
ション力といった、言わば社会人
として必要な能力を育むことにも
大きく貢献している。今後、スポー
ツ教育における TQC の有効性・
有用性について、新たな検討の場
が設けられることを期待する。
　本稿の執筆にあたり、長年に亘
り慶應義塾体育会航空部を指導さ
れている吉田正克総監督から多く
の情報をいただいたと共に、全般
的にご指導いただいた。この場を
借りて深謝する。
権 大 会 8 連 覇 な ど、2013 年 3
月時点まで通算 16 回の優勝を
果たす事ができた。
・定常的組織的な安全教育によっ
て重大事故を絶滅することがで
きた。
・慢性的な赤字経営が解消され、
対外債務 0 での運営を行ってい
る。
TQC を導入した後の変化
―学生部員個人―
・各学生部員の操縦技術の向上に
より、各学年において約半年早
期に、各段階の”日本滑空スポー
ツ記章”取得が可能になった。
・OB 会費の支払い率が 60% から
90% 以上に向上した。これは、
慶應義塾体育会航空部に対する
学生部員の帰属意識が向上し、
卒業後も OB としての貢献意欲
が高まったためと考えられる。
・学生部員の就職内定時期が早
まった（大学 4 年生の春には、
概ね全員が内定）。
3-4
TQCに関する今後の課題
　総じて、慶應義塾体育会航空部
が導入した TQC はグライダース
ポーツ教育において有効であると
考えられる。しかしながら、部全
体や学生部員個人に対して TQC
を完全に浸透させるという観点、
およびグライダースポーツ全般で
TQC を広めるという観点におい
て、現行の TQC の手法には改善
の余地がある。以下は吉田氏が考
える今後の課題である。
・ 学 生部全体に対する課題：OB
会を巻き込むことにより、部全
体の TQC を強化。
・部員個人に対する課題：訓練効
率をより上げるための、個人別
訓練マニュアル作成。学生部員
個人で PDCA サイクルを円滑
に廻せるよう意欲を向上させる
ことが狙い。
・グライダースポーツ全体に対す
る課題：公益財団法人日本学生
航空連盟の事業や全国加盟主要
校への TQC 導入の働きかけ。
1）　慶應義塾体育会航空部：http://keio-soaring.org/
2）　一般財団法人 日本科学技術連盟、TQM・品質管理：http://www.juse.or.jp/tqm/278/
3）　中央教育審議会、学士課程教育の構築に向けて（答申）、2008 年 12 月 24 日：
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2008/12/26/1217067_001.pdf
4）　文部科学省、「大学改革実行プラン」について、2012 年 6 月 5 日：
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/06/1321798.htm
4 スポーツ教育全般におけるTQCの可能性
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